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ブル ガ リアにおけ る会計の発展
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1944年夏,ブ ル ガ リア人民はパグ リア ノフ政府を打倒し,そ の後の8ヵ 月間
でナチス ・ドイツを全国土から追放 した。そして1946年9月,国民投票に よっ
て王制を廃止し,ブ ル ガ リア人民共和国が成立した。革命前の ブルガ リアは極
めて遅れた農業国であ ったが,僅 が40年間の うちに経済,文 化を発達させ・人
び との生活水準を引上げ,進 んだ工業 と農業 の国へ と変貌しつつある。そこで
本稿の 目的は,ブ ル ガ リアにおけ る革命後 の会計の発展 と近年の会計システム
を概観す ることにある。
1ブ ルガリア社会主義建設と会計の発展









に関する齢 」が制定さ避.そ 描 会計帳綴 計算 ・記帳の原則棚 示し,
複式簿記を採用する企業の範囲を工業,卸 売商業,組 合,公 共組織等と規定し
た。加えて,こ の法令を実際に適用するに当って必要な種々の会計規則の作成
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産物原価計算の組成,勘 定計画の設定等が進み,そ れ らは1948年11月の 「国営
ぺ　 き　
企業に関す る法令」に反映 された。企業の独立採 算制(xo3pacgeT)への移行 も
この法令で規定 した。会計を どの ように組織す るかの問題は,1948年12月24日
　ア
付の 「簿記に関す る法令」で解決された。 この法令は,第1章 で元帳,補 助簿,
貸借対照表,棚 卸を,第2章 で帳簿の記帳法,保 管,点 検を,第3章 で帳簿の
記帳内容を,第4章 で会計係の権限を,第5章 で会計法規違反に対する処置を
く　 ぼエ





1948年12月の ブル ガリア共産党第5回 大会は工業化,電 化,農 業の社会主義







らわれ,さ らに,「企業と経済組織における証愚書類 と会 計 記帳」,「国営,協
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年10月,「減価償却率に関す る法令」が示され,固 定資産の減価償却計算 を正
確なものに麗 ここに,ブ ルガリアの社会蟻 会計は新しい段階へ と進んだ。
第1次5ヵ 年計画の 目標を4ヵ 年で達成 した過程で,ブ ル ガ リア経済におけ
る計画指導原則は確立 してい った。 がそれ は また,会 計の再編を招 くことにな
った。個 々の企業の経営計画である技術生産財務計画(TexnpOMΦ田nπaH)や社
会全体の国民経済発展計画の指標を算定す る会計を一層精緻な ものにす ること
が必要 とな った。例えば,こ の時期には既存の勘定科 目は古い もの となった。






であ る仕 訳指 図書形態(MeMopuanbHo-opAepHaAtPopMa)の導入 を開 始 した。 また
1953年か ら56年にか け て,同 じ くソ連 で 開 発 し た 会 計 業 務 予 定 表(rpatPUK
BHnOAHeHvaAYqeTHHXpa6濫le::刺激 され て,報 告 書作成 期間 の短縮 の た め の 運
　 ヨキ ら　ロ　　る　　
動が展開し,そ れは、1957年の報告書削減 の閣僚会議決定へ と発展 した。
ぱ 　 　 ト
1956年4月の共産党中央委員会総会は、f有名な 「四月路線」を決定 した。 こ
こに経済指導の重視,物 質的刺激の強化,勤 労者の創造的 イニシアテ ィブの発
揮を基礎 とす る社会主義建設の前提が示 された。 この路線を確認 した1958年6
月の第7回 党大会は,農 民を勤労協同農…場(TK3C)のもとに組織 し終 った こと
で,資 本主義から社会主義への過渡期は完了した と宣言 した。以後のブル ガ リ
ア経済は,「四月路線」に従 って第3次5ヵ 年計画(1958～62年)を遂行し て発
展 した。 この期間に,会 計の分野に も若干の改善が行なわれた。改善の1つ は・





当者とす るとい うことであった。第2の 改善は,繁 雑な棚卸資産会計の簡略化,
過剰な証愚書類の削減を行な う一方で,現 金支払規律を強化したことである。
財務省は 「企業,施 設,組 織における現金取引の実施に関する規程」を1958年
eDIO.{2DIO-ll.
に作成 した。第3の 改善は財務管理の諸問題に向けた ことであ る。党 と政府の
1958年8月の決定 「社会主i義財産の保全に対す る闘いの強 化 と国 家 官 庁,財
務 ・経済,社 会の統制について」は,国 営企業 と協同組合の社会的財産の保全
についての重要な施策を明らかにした。 また1959年には,財 務省 と中央統計局
は 「企業,施 設,組 織におけ る商品 ・資材会計に関す る基本規程」を公布す る
とともに,そ の注解で保管中 と運送中に発生す る商品 ・資材の損傷額を決定 し
た。 さらに この時期には,仕 訳指図書形態 と比較してよ り先進的な帳簿組織 で
あ りソ連で開発 された集計i表式仕訳指図書 形態(蜜yPHaAbH(}-OPAePHagΦOPMa)
の採用,ま た会計係は材料の貨幣計算を し倉庫係は材料 の物量計算を行な うと
い うソ連で開発され た材料の残高計算法(callbl[OBHFrMeTOgmyqeTa)の導入が,
注6





年1月1日 から採用 された。統 一勘定計画に よって工業,建 設,商 業,公 共食
堂,公 共経営,国 営農業,機 械 トラクター ・ステーシ ョンの会計は統一的に実
柱7
施 され ることにな った。
ソ連,東 欧各国で開始 された経済改革は ブル ガ リアで も着手 された。経済改
革の方針が1963年5月の党中央委員会総会で決議され ると,こ れに呼応 して翌




の利益 と勤労者の集団,個 人の利益 とを結合させて,物 質的刺激を強化す る等
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の内容であ るが,そ の実験は1964年に行なわれた。その結果を総括した うえで・
1965年12月の党中央委員会総会は国民経済計画化 と管理の新制 度 へ の 移 行 を
決定傑.麟 改革のもとでは生産別品 男山に企業を統合し姻 家瀦 齢
(rXO)を新設してい くことにな ったが,同 時に新制度への移行は会計の改革 も
当然必要 となった。
まず原始的証愚書類の様式を新たに統一す ることが課題 とな り,こ の た め
1964年,財務省 と中央統計局は新 しい様式 と記入法を示 した アル・ミム(aAb60M)
を公表傑 。次に仕訳指醒 形態は無用となったため,帳簿組織を改射 るこ
とが問題 となった。 この問題はエネルギー企業,軽 工業・食品工業等に集計表
式仕訳指図書形態を導入し,そ の形態の変種を工業 建設,商 業および予算施
設峰 入することで繊 麗.さ ら嚇 しい制劇 こ移行する蝶 のため醜 し










定す る勘定計画に基づいて会計は実施され る。かつてソビエ ト会計の経験を参
考にして設定され1952年1月より採用 された模範勘定計画は,17種類の勘定計
画からなっていた。そのうちの3種 類は共和国工業企業,地 方工業企業,協 同
組合工業縫 の醐 定計画で微 工業用の模範繊 細 は全体を26の区分
　 らほ










画は,全 体を12の区分に大別 し,各区分には01から99までの2桁 の番号で整理
された総合勘定を配置し,総 合勘定には3桁 の番号を持つ補助勘定を配列した
(2D2S-29.
構造 とな った。12の各区分の名称は次の ようになった。
1.固定資産2.生 産用在庫 と設備3.生 産費4.完 成生産物,商 品,実
現5.荷 造 り包装材料6.貨 幣資産7.決 済8.引 上資産9.基 金 と
準備金10・ 銀行か らの貸付 と融資1L次 期の収入12・ 財務的成果
区分1の 固定資産にはOL固 定資産,02.固定資産の磨滅の総合勘定を配置
し,生 産用の生産的固定資産 と福利厚生用 の非生産的固定資産 とに固定資産を
分類して,そ れぞれの在高 と磨滅を算定した。区分2の 生産用在庫 と設備には,
生産に必要な在庫 と組立を必要 とす る設備を記帳す る総合勘定が配置 された。
それ らは06.材料,07.燃料,08.建設資材,09.大修繕用 部品,10.農業用
在庫,作 業台在庫,IL若 年動物,肥 育中の動物,12.調達保管費,13.小額
迅速消耗物品,14.小額迅速消耗物品の磨滅,16.商品資材の再 評価等の勘定




資,34.一一時的 な構築物等が配置された。区分4の 完成生産物,商 品,実 現に
は37.完成 生産物,38.農業生産物 と第2次 原料,39.卸売商業 の商品,40.
小売商業の商品等の総合勘定を配置した。 こうして,1か ら12までの各区分は
該 当す る総 合勘定を持ち,そ の勘定総数は83であるが,企 業は必要に応 じて統
一勘定計画に配置 されてい る以外の勘定を,上 級機関の許可 をえ て利用す るこ
ともできた。
なお,固 定資産は付帯費用を含むその取得原価で記帳 され,そ の磨滅額が固
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定資産の将来の再生部分 として把握されている。同様に,小額迅速消耗物品も






は原価管理の必要から,の ちにみるよ うに,計 画原価,ノ ルマ原価 と対比 され
32.
る。
1968年の統一勘定計画は,そ の後,経 済改革の進展 と会計の機械化 ・自動化
の発展の もとで改訂された。1979年1月1日か ら採用 されてい る新しい統一勘
定計画は,全 体を10の区分に大別し,1か ら9ま での各区分に503の総合勘定
個50.
(バランス勘定)を 配置し,区 分10に36のバ ランス外勘定を設定 している。10の
愉5-76.
各区分の名称は次の ようにな ってい る。
1.固定資産2.生 産用在庫 とその他の資材3.貨 幣資産4.入 金 と借入
5.生産費,運 営費,流 通費6.生 産物,商 品,実 現7・ 基金,準 備金,
財務的成果 とその配分,&銀 行 ローンと融資 息 投資 と大修繕へ の 支 出
10.バランス外勘定
なお,1968年の勘定計画は国民経済の多 くの部門例えば工業,建 設業,商 業,
公共食堂,資 材 ・機械補給業,国 営農業,機 械 トラクター ・ステーシ ョン等に
適用 された ものであったが,若 干の部門例えば貿易業,運 輸業,協 同組合農業
等のためには,部 門の特質を考慮 した特別の勘定計画を設定していた。 しかし,
こ うした部門別差異を取除き,1979年の勘定計画は,独 立採算制で活動す る各
部門のすべての企業から銀行,国 家貯金局,国 家保険の経済組織,さ らに予算
で運営す る予算施設 までの全社会主義組織において採用 され るもの となった。
つ ま り新しい勘定計画は,以 前 と比較 して より統一 された文字通 りの統一勘定
緬 となったので麗1982年ぱ 若干の修正が臓 ら輪 が,個々の蟻
経済組織,予 算施設は,1979年の統一勘定計画に依拠して個別勘定計画をつ く
⑳2.
り,そ れに基づいて会計を行な ってい る。







につ い て は,「流通費の計画化 と計算に関す る訓令」がある。1971年の原価計
eD37.
算訓令は,工 業生産物の原価計算に必要な費用項目を次のように規定した。
1.原材料2.協 同組合からの納入製品3.自 己生産の半製品4.賃 金
5.社会保険控除6e生 産上の不合格品損失7.そ の他の生産費8.職 場


























ce6eCTonMOCTb)とに分類 している。 ノルマ原価の設定 目的は労働生産性の 向上,
工場内独立採算制 の強化,死 労働 と活労働の節約を通して国家の経済課題を達
成す ることにあ る。 ノルマ原価は製品単位,製 品 グループまたは経営活動種類
別に,ノ ルマ原価総額 として示 され,そ の内訳 として社会保険控除を含む賃金
の ノルマ費用額,材 料の ノルマ費用額を示す。 この計算を行な うために ノルマ
原価計算がある。製品単位当 りの貨幣的表現の ノルマ原価 と生産物の物量的表
現の計画生産量 とは,普 通,1年 間を通して事前に設定 され る。 ノルマ原価に





激基金の財源となる。 この基金への控除は,賃 金の節約額全額 と材料の節約額
の40%であり,その うち各職場への控除は賃金節約額の60%,材料節約額の30
C頚41-42.⑫ 】)43-45.
%と して計算され,残 額は企業の中央管理部へ控除す る。1つ の例を示そ う。
い ま,製 品xを100,000個,製品yを200,000個を一定期間にそれぞれ生
産す ることを計画した。製品Xの ノルマ原価は10レフ,内 訳は社会保険控除











社 会 保 険 控 除 を 含 ん だ 賃金 …












ノル マ 馳 一 … 一 … ・… ・・14,6i5・ ・16e・19・6
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部 品 部 品 合計
合計 xlyKlPTlJi
社 会 保 険 控 除 を 含 ん だ 賃 金 ・・
材 料 費 ・… … … … ・… … ・…


































































社 蓉 罐 馨 を 一 …1 ・6・1・4・-2・・36・34・ 一 2・1・12・エ・・6・-6・
材 料 費 … … … … …2,6002,510-90600570-302,0001,940-60
合 計 … … ・…・14,2・・13・9i・1-29・い6 191・1-5・13・i2・3,…-12・
生産が当初の計画通 りに達成した とす ると,ノ ルマ原価 と計画原価 との差
額は,賃 金等節約額200,000レフと材料節約額36,000レフ(90,000×40%)の
合計236,000レフとな り,物 質的刺激基金の財源 となる。その うち各職場へ
の控除は次 のよ うになる。
1)第1職 場への控除は,賃 金等節約額に対す る60%の12,000レフ
(2仇響60)と 材繍 纐 馴 する3・%の9,…〃(鋤 鴇x30)との
合計 の21,000レフ とな る。
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の 第2職 場への控除は,賃 金等節約額に対す る60%の36,000レフ
(S!t},-g:li,oeoOo×60)と材料節纐 に対す る3・%の18,… レフ(6珊x30)と
の合計 の54,000レフとな る。
そ して さ きの236,000レフ と2つ の職場 へ の控 除額 合計75,000レフ
(21,000+54,000)との差 額161,000レフ(236,000-75,000)は,企業 の中央 管
理部 へ 控 除す る。
ブル ガ リアでは ノル マ原価 計算は,機 械 製作 業,器 具 製作業,繊 維 業,電 気
業 等の領 域で広 く採 用 され てい る。 それ は会計 幹 部の資 格 の向上,会 計 の機 械
　ハ
化 ・自動化の発展,科 学的労働組織(HOT)の進展に よるものである。
なお,経 済改革の過程から生じた工業管理の改編,rxOの発展を考慮して,
工業生産物の原価計算に関する新しい規程が1976年1月1日より採用されてい





価計算項 目を次の ように改訂してい る。
1.原材料2.協 同組合 と契約納入に よる製品 と用役3.技 術的入用のた
めの燃料 とエネルギー4.生 産労働者の賃金5.社 会保険控除6.生 産
上の不合格品損失7.そ の他 の生産費8.職 場費9.全 工場費10.生
産外費用11.管 理上の費用
新規程の注解 に よれば,工 業 のそれぞれの分野では上記 の原価項 目以外に,
次の項 目も認めている。例えば,「補助材料」,「技術的入用のためのエ ネ ル ギ
ー」,「技術的入用のための燃料」,「運輸 ・調達費」,「自己生産の半製品」,「地
質調査費」,「鉱山開発費」,「職場固定資産の償却費,維 持稼動費」,「減価償却
費」,「特別使途の装備 ・器具 の磨滅」,「原材料,半 製品,製 品 の 工 場 内 運 送
脚65.
費」等である。'
また新規程は,生 産計画の達成に必要な物質的,労 働的,貨 幣的資源の額を
聞65.
算定するための経済要素別の費用を,次 のように分類している。
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1.原材料(生産上の不合格晶の価値を除く)2.購 入燃料3.購 入エネルギー
4.賃金5.社 会保険控除6.減 価償却7.そ の他の貨幣支出
さらに新規程は,生 産過程を①諸生産物の うち1つ を主生産物他を副生産物
として生産す るタイプ,② 若干の主生産物 と若干の副生産物を生産するタイプ,
③若干の主生産物を生産す るタイプとに分類し,そ れぞれの生産過程の タイプ
ω砿
に応 じた原価計算方法を規定 している。
なおまた,経 済改革の深化を背景に,独 立採算制を企業,工 場,職 場の各 レ
ベルか ら班 レベルまで漸次適用 させよ うとしてい る今 日,班 ノルマ原価(6p"-
as4s.
raJtHagHopMaTimHafice6ecToHMocTB)も採用 し てい る。そ の原価項 目は1.原 材
料,2.協 同組合 の製 品,用 役,3.技 術的 入用 のための燃料 ・エ ネ ル ギ ー,
4.生産労働者 の賃 金,5.社 会保険控除,6.全 班費,7.不 合格 品損失 であ る。
班 ノル マ原価 は班実 際原価 と対比 され,班 活動 の業績 が測定 され る。 その結果
は,班 員 に支払われ る班の賃金 フ ォソ ドの増減 とな る。 こ うして,作 業 班集団
の物質的刺激 を高めて,生 産物 の原価 引下げ と品質 向上,生 産効率 の引上 げを
㈱48.as46・-47.
意 図 して い る。1つ の例 を 示 そ う。
い ま,機 械 組 立 作 業 班 が 月 間9,500個の製 品 を 生 産 す る こ とを 計 画 し た。
出来 高 賃 金基 準 は 製 品1個 当 り3レ フ,製 品1個 当 りの 班 ノル マ原 価 は 材料
費7レ フ,燃 料 ・エ ネ ル ギ ー 費0.5レ フ と設 定 した 。 班 の賃 金 フ ォソ ドは 費
用 を 節 約 した 時 に は25%増 加 し,超 過 支 出 した 時 に は25%減 少 す る。
1ヵ 月 後,機 械 組 立 作 業 班 は10,000個の製 品 を 生 産 した。 報 告 原 価 計 算 の
デ ー タか ら,製 品1個 当 りの実 際原 価 は材 料 費6.8レ フ,燃 料 ・エ ネル ギ ー
費0.6レ フ とな った。 班 の賃 金 フ 這ソ ドは 次 の 計 算 か ら30,250レフ とな る。
出 来 高 賃 金 … … ・… … … … ・… …… ・… … ・… ・… ・…10,000×3=30,000レフ
材 料 節 約 に よる増 加 額 ・一 一 … … … ・・-10,000(7--6.8)・O.25=500レフ
燃 料 ・エ ネル ギ ー超 過 支 出 に よる減 少額
・・… … … … ・… … ・… ・… …・… … … …10,000(0.6-0.5)・O.25==250レフ
賃 金 フ ォン ド… … … ・・… … …・… ・一 …・…30,000+500-250=30,250レフ
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1yブ ルガ リアの会計報告書
ブルガリアの企業,組 織,施 設の定期会計報告書は,「会計に関す る規 程」
に基づいて月次,四 半期,年 度の諸報告書を作成する。定期会計報告書には財
務省が認可した様式がある。様式には一連の番号と国民経済部門の略語(例え
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表4






































































央統計局,ゴ スバ ンク中央,国 家計画委員会へ提出す る。
企業の年度会計報告書は,党 組織 と労働組合の責任者,行 政 官 に よっ て点
検 ・確認 される。 この点検 ・確認のための特別の訓令を,財 務省が中央統計局,
伽48-49.
国 家 計 画 委 員 会 等 と 協 力 し て 作 成 し て い る。 な お 今 日 で は,会 計 報 告 書 の 点
検 ・確 認 は,財 務 省 内 に あ る 国 家 財 務 管 理 監 督 本 部(E"AaBHagＬcvapeKqusrocy・




閣僚会議は,会 計業務 と財務規律を順守す るために,1972年1月27日付決定
「財務的業務,会 計,内 部財務管理の改善について」を承認した。 この 決 定 と
その関連訓令に よれぽ,ブ ル ガリアにおけ る会計指導体制は次の ようにな って
い る。多 くの社会主義国 と同様に,中 央統計局 と協力して会計全般を全社会的
に指導す る機関は,ブ ル ガ リア財務省である。財務省内には会計 と会計裁判判
定の管理 局(YnpaBneHue 図1
6yxraATepcKoroygeTaM財務省
,YA,6。。.6y。ram'epCK。量iL会 計 と会 識 判判 定 の鯉 局
9・C・lcp…3H)があ り・ こi二 曇曇㌶ 誘 械イt
,13動化の部.1"C
こが会計指導の中核 となi→ 会計裁判判定の部.課
ってい る。 この局内には 各省庁
図1にみるような3つのi」 財欝 欝 鴇
管理の方法の課.係
部課がある。会計方法のi 国家経済連合(rxO)
部課は次の任務を遂 行すiL_→ 財務.会計の部 ・謀
る.①統_継 計画の設iL会 計と内調 務鯉 の方法の課・係
㌶ 蕪 ㌶ 讐1一 ξ:量::(一
の 会 計 と財 務 管 理 の 諸 規(出 所)⑳ の13～22ペー一`ジの本文に基づいて森が作成.
38一 経 理 知 識一一
程の作成 と認可。②会計法規の解釈 ・解説。③会計と財務管理の諸問題での各
省庁,rXOに対する援助。④会計指標,計 画指標の単一性を確保す るた め の
中央統計局,国 家計画委員会,ゴ スバンク等 との調整。⑤証懸書類,会 計報告






任務を持 っている。なお,・財務省は,定 期刊行物 として 『会計 と管理』(CqeTO-
(9}75,{10)62.
BOI[CTBOHKOHToponb)誌を 発 行 し て お り,ま た,の ち に み る よ うに,学 校 教 育
{21)13-18.
機関における会計教育,会 計幹部の養成に対しても助言を行なっている。
次に,中 央の各省庁内には財務 ・会計の部課があ り,そのもとに会計と内部
財務管理の方法の課係がある。 この課係の任務は,各省庁の管轄下にあるrxO,
個 々の企業に対する会計指導であ り,例えば①会計報告書の作成指導,② 会計
と財務管理の方法の指導,③ 貸借対照表やその他の報告書の分析等である。
さらに,rxOの会計業務を統轄する機関として会計と内部財務管理 の方 法
の課係があ り,個 々の企業の会計業務を遂行す る機関として経理部課がある。
これらの機関の責任者は,会 計と財務管理を実施する権限と義務を持っている。
その範囲は 「会計(上級)責任者に関する規程」で規定してい る。 この規程で
は会計責任者の任務は,① 計画課題の遂行に必要な資源の確保,② 資源の合理
的,効 率的利用,③ 財政状態,経 営成績の系統的な分析,④ 好成績な財務的成
果の達成,⑤ 独立採算制の強化,⑥ 取引の記帳,会 計報告書の作成,⑦ 財務管
理の組織化,⑧ 会計法規の順守,⑨ 社会主義財産の保全,⑩ 会計担当者の指導
(2019-22.
監 督 等 で あ る。 会計 責任 者は 上級 機 関の長 に よって任 命 または 解任 され る。
なお,ブ ル ガ リアは1977年1月か ら,統 一 国家 管理 シス テ ム(epmHafiHaqHo-
HaAbHagKOHVPOAbHa∬cvaCTeMa)の構 築を 目指 してお り,会 計 と財 務管 理は この
シ ステ ムの1つ のサ ブシス テ ム として考 え てい る。 会 計 と財 務 管理 のサ プシス
一 ブルガリアにおける会計の発展一 39











を交付する。2つ は1～1年半で,こ の期間に再教育を受けた者には会 計 職 務




また ソフ ィアの カール ・マル クス経済大学等で も,会 計人のための再教育 の
ための会計教室が1972/73年学期か ら開講した。 ここでは,財 務省の同意を え
て科学技術進歩委員会が作 るカ リキ ュラムで,再 教育が行なわれ る。 カリキェ
ラムには,管 理科学 の新 しい動向,経 済情報システムに おける会計の役割,会
　　ふ
計の機械化,自 動化,経 済分析 と財務管理等の諸問題が含 まれ てい る。
さらに ブル ガ リアでは,会 計幹部養成の促進 のために,会 計専 門家(SKcnePT・
6yxPanTep)と会計主任専門家(maBH繭9KcnepT・6yxranTep)の称号を導入 し て
い る。会計専門家の称号は,高 等教育で会計を専攻 した者,会 計責任者等の役
職を5年 以上経験 した者で,か つ規定 の認定試験に合格 した者に授与す る。た
だし高等教育で会計を専攻 としなか った者 も,10年以上の会計係の経験があ る
者は称 号をえることができる。会計主任専門家の称号は,高 等教育で会計を専
攻した者,会 計専門家の称号を取得した者で,か つ会計責任者等の役職を10年
以上経験 し認定 試験に合格 した者に授与す る。なお高等教育で会計以外の学科







さらにまた,会 計人教育の発展を背景に,今 日,大規模な企業では コンクー
ル(KOHKypc)とよばれる次の要領で会計責任者を募集している。まず会計責任
者を必要とする企業は,副 企業長,労 働 ・賃金部課長,党 書記および上級機関
の会計責任者からなるコンクール委員会を構成する。次にこの委員会は,会 計
責任者志望者から提出された書類で学歴,学 業成績,職 歴,政 治意識等を審査
して,企 業長へ報告する3人の候補者を選出す る。最後に報告を受けた企業長
OW60.
が,候 補者3人 の中から1人を会計責任者 として決定するのである。
なお,1980年代においては,ブ ルガリアの主要な大学は会計教育を3つ の段
階に分けて行なっている。第1段 階では会計学の基礎,第2段 階では工業会計,








合体(AnK),工 農 複合体(nAK)等 の大 規模 な経 営体 の 出現に よ り,会 計 シ ス
テ ムを社会 情報 の統 一 シ ステム(EflHHaficvacTeMacoqMa"bHoilliH{bopMaquH,ECCH)




報システムを創造するとい う歴史的な課題を決議した。 このシステムは個 々の
経営体を基点にし湘 互の基点を新し噛 信網で連鎖すること捻 図して湾 。
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このため,ブ ル ガ リアではまず計算機,加 算機,会 計機等のキー式計算機を,
っいで総合的パンチ ・カー ド式計算機を,さ らに電子計算機を各省庁 とその管
轄の企業,組 織,施 設に順次装備した。そ して これ と同時並行的に.キ ー式計
算機等を装備した機械計算 ビュ一一ロー(MB),パンチ ・カー ド式計算機 等を装
あ　り
値した機械計算ステーシ ョン(MC),電子計算機等を装備 した 計 算 セ ン ター
　 　ハあ　
(BU)を各地域に設置 してい った。
1955年まで ブル ガ リアでは,個 々の企業の会計業務はそれ ぞれの企業で責任
を持 って処理 され,ま た経理部以外に企業内の各職場で も会計業務を分担 して
ぽ.し かしこうした会計の分権佃 こ代 って,そ の後の会計機 械化は 動化
な　　
の発展に応 じて ソ連 等 と同様に,会 計の集権化が進展している。1980年の財務
省決定に より,主 導的な企業に中央経理部(qeHTpanbHag6yxranTepua)を設 置
し,そ こで隣接の各企業の会計業務を一括 して処理 している。中央経理 部長は
会計 上級責任者とよばれ,そ の権 限 と義務は1981年に財務省が認可した 「会計
　 　むロ
(上級)責 任 者に関す る規程 」 で規定 され てい る。
ブル ガ リアのECCHas生産,運 輸,商 業,エ ネル ギー配 分 等の分野 に おけ る
情 報 シス テ ムの統合 を 目標 に してい る。 そ して そのた めの基礎 として・「xOや
コン ビナー ト等の計 算 セ ン ターを中心 とした 自動生 産管理 シ ス テ ム(aBTOMaT・
K3HPOBaHHaAcllcTeMayllpaBneHugfipova3BoAcTBoM,略してACyn)の 構 築iを目指 し
て お り,同 時 に,各 省庁 等に も電子計 算機 の配置 を 考えてい る。こ うしたECCH
の創 設は,会 計分 野 に も①情 報 の 自動処 理に必 要 な証 愚 書 類 の 統 一,② デー
　 ら　コ
タ ・バン クの設置,③ 統一勘定科 目の作成等の新 しい課題 を提起 している。
こ うした状況の もとで,情 報会計理論が展開されてい る。例えば,ブ ル ガ リ
アの会計学者 トーチ ェフ(T.TeTeB)は,会計情報 こそ経済情報の中 心 で あ る
とい う見解を示 し,ペ ルゲロフ(K.neprenOB)は,情報 システムの組成部分で
ある会計 の方法は不断に発展す る集合体であ るとい う見解を示し,そ して会計
の機能を基本的機能 と派生的機能 とに区分し,前 者に情報機能,統 制機能を,
　 エお 　　 ら　
後者に認識機能,診 断機能,教 育機能を含めている。
その他の会計理論についてもユニークな研究がある。例えば,会 計の対象は
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使用価値(具 体的労働)と 価値(抽 象的労働)の 弁証法的統一 物 で あ り,貸 借対
照表は労働生産物を表 示す るとい うペルゲ ロフ(K.Kepre"OB)の経済的見解が
あ る。 また,貸 借対照表の作成 を抽象か ら具体へ と上昇す る認識過程 として把
握 し,貸 借対照表は対立物の弁証法的統一 で あ り,そ れは生産力(借 方)と 生
産関係(貸 方)の 一致であるとい うゲオ レギェフ(A.n.rcop斑OB)の哲 学 的 見
解 があ る。 さらに,貸 借対照表は労働手段 と労働対象のための情報を示し,そ
の要素は企業内 と企業間で不断に変化す る諸関係 であるとい う ト・一ーーチ ェ フ(T.
TOTeB)の機能的見解がある。 さらにまた,計 算技術の発展 と数学の普及に応 じ




ブルガ リアは,1990年までに,「国民経済の強化,新 しい経済的 アプ ロー チ
の一 貫した実践 とその機構 お よび社会主義的社会関係の一層 の改善 に より国民
　ロ
の絶えず増大する物的,知 的,社 会的ニーズに的確に応える」ために奮闘して




1)1946年には商業 と公共食堂のための原価計算に関す る法令が公布されてい るが,
それ も人民への食料の確保に役 立った と思われ る。
2)i950年12月23日付の閣僚会議決定で承認された この規程は,1947年9月のソ連の













6)ソ 連の集計表式仕訳指図書形態 と材料の残高計算法については,引 用文献銅参照。
7)解 放後から1960年代初頭までの会計再編過程をみると,会 計責任者規程,会 計業
務改善策,帳 簿組織,材 料計算等に端的にあらわれているように,ソ ビエ ト会計の
経験を参考にして社会主義会計を整備していった ことがわか る。この点について.
1958年にブルガ リアを訪問した ソ連のタbウ ーール(C・K・TaTyp)は・ 「私は ブル ガ
リアの若干の企業の会計組織 幹縫 成搬 ・会計人の法規と資餉 上を離 した
が,ブ ルガリアでは ソ連の経験を広 く活用していることを 自分の眼で確認した」と
いっている。
8)ソ 連では,普 通,当 該部門における平均原価に基づいて設定され,年 間を通じて
固定されかつ価格形成の基礎となる原価を計画原価 とよび,月 次ごとに改訂される
費用支出基準(当 座 ノルマ)に 基づいて設定され,実 際原価と対比 されて機動的な
原価引下げのために利用す る原価を ノルマ原価とよんでいる。 よって,ブ ルガ リア
とソ連では名称が逆になっている点に注意してお く必要がある。
9)分 野は,ソ フィアのカール ・マルクス経済大学 では次のように分類されている。
工業,農 業,建 設業,運 輸 ・商業 ・調達販売業,貿 易業,財 務 ・信用システム,非
田40.
生産分野,監 査 と財務管理。








引 用 文 献
本文中では各文献の番号および必要に応じてページ数のみを掲げた。
《Byxra』TePCK励ygeT》誌



















































《そ の 他 》
倒 山 本 敏,ブ ル ガ リア に お け る 国 民 経 済 管 理 の 問 題,『 経 営 論 集 』 第30巻2・3・4号。
田 森 章,ソ 連 に お け る 会 計 の 指 導 機 構 と会 計 責 任 者 に つ い て,r明 大 商 学 論 叢 』 第
67巻2～7号 。
㈱ 森 章,ソ ビエ ト会 計 発 達 史 一一1946年か ら1950年ま でrr明 大 商 学 論 叢 』 第68巻
1・2号。
